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【地方独立行政法人市立秋田総合病院】 （単位：円）

 資 産 の 部

 Ⅰ　固 定 資 産

　　　１　有形固定資産

　　　　　　土地 424,112,000

　　　　　　建物 4,813,396,630

　　　　　　建物減価償却累計額 ▲ 714,307,510 4,099,089,120

　　　　　　構築物 54,888,039

　　　　　　構築物減価償却累計額 ▲ 12,438,849 42,449,190

　　　　　　器械備品 2,527,232,539

　　　　　　器械備品減価償却累計額 ▲ 760,197,343 1,767,035,196

　　　　　　車両 672,100

　　　　　　車両減価償却累計額 ▲ 672,098 2

　　　　　　建設仮勘定 0

　　　　　　その他有形固定資産 0

　　　　　　有形固定資産合計 6,332,685,508

　　２　無形固定資産

　　　　　　ソフトウエア 0

　　　　　　電話加入権 70,500

　　　　　　その他無形固定資産 0

　　　　　　無形固定資産合計 70,500

　　３　投資その他の資産

　　　　　投資有価証券 2,500,744,027

　　　　　長期性預金 300,000,000

　　　　　投資その他の資産合計 2,800,744,027

　　　　　　　　　　　固定資産合計 9,133,500,035

 Ⅱ　流 動 資 産

現金及び預金 1,637,035,184

医業未収金 1,794,963,790

貸倒引当金 ▲ 45,061,000 1,749,902,790

未収金 4,414,978

有価証券 300,000,000

医薬品 60,259,466

診療材料 69,868

貯蔵品 1,795,298

前払費用 0

その他流動資産 0

流動資産合計 3,753,477,584

資産合計 12,886,977,619

貸 借 対 照 表
（平成２８年３月３１日現在）

科　　　目 金　　額
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（単位：円）

 負 債 の 部

 Ⅰ　固 定 負 債

　　　  資産見返負債

　　　　　 資産見返運営費負担金 65,567,038

　　　　　 資産見返補助金等 4,790,339

　　　　　 資産見返物品受贈額 497,490,703 567,848,080

　　　　長期借入金 1,460,033,247

　　　　移行前地方債償還債務 1,467,086,663

　　　　引当金

　　　　　 退職給付引当金 2,573,101,780 2,573,101,780

　　　　長期リース債務 0

　　　　　　　　　　固定負債合計 6,068,069,770

 Ⅱ　流 動 負 債

　　　　運営費負担金債務 0

        寄附金債務 0

　　　　１年以内返済予定移行前地方債償還債務 300,508,578

　　　　１年以内返済予定長期借入金 288,566,753

　　　　未払金 810,886,069

　　　　1年以内支払予定リース債務 7,127,000

　　　　未払消費税等 7,403,600

　　　　前受金 0

　　　　預り金 68,244,573

　　　　引当金

　　　　　　　賞与引当金 258,798,000

　　　　その他流動負債 0

　　　　　　　　　　流動負債合計 1,741,534,573

　　　　　　　　　　　負債合計 7,809,604,343

 純 資 産 の 部

 Ⅰ　資本金

　　　　設立団体出資金 3,979,916,678

　　　　　　　　　　　資本金合計 3,979,916,678

 Ⅱ　利益剰余金

        目的積立金 674,157,327

　　　　当期未処分利益 423,299,271

　　　　（うち当期総利益） （ 423,299,271 ）

　　　　　　　　　　　利益剰余金合計 1,097,456,598

　　　　　　　　　　　　純資産合計 5,077,373,276

　　　　　　　　　　　負債純資産合計 12,886,977,619

科　　　目 金　　額

貸 借 対 照 表
（平成２８年３月３１日）
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【地方独立行政法人市立秋田総合病院】 （単位：円）

 営 業 収 益
　　医業収益
　　　　入院収益 6,349,721,654
　　　　外来収益 3,064,698,484
　　　　その他医業収益 228,525,210 9,642,945,348
　　運営費負担金収益 840,073,000
　　運営費交付金収益 215,978,000
　　補助金等収益 39,692,890
　　寄附金収益 28,725,342
　　資産見返運営費負担金戻入 191,406,907
　　資産見返補助金等戻入 812,267
　　資産見返物品受贈額戻入 203,639,088
　　その他営業収益 0
　　営業収益合計 11,163,272,842

 営 業 費 用
　　医業費用
　　　　給与費 5,751,615,321
　　　　材料費 2,188,795,166
　　　　経費 1,400,758,096
　　　　減価償却費 847,085,906
　　　　研究研修費 30,927,843 10,219,182,332
　　一般管理費
　　　　給与費 194,044,339
　　　　経費 53,261,635
　　　　減価償却費 4,833,930 252,139,904
　　営業費用合計 10,471,322,236

　　　　　営業利益 691,950,606

 営 業 外 収 益
　　運営費負担金収益 13,520,000
　　補助金等収益 0
　　財務収益 15,313,500
　　その他営業外収益 78,184,434
　　営業外収益合計 107,017,934

 営 業 外 費 用
　　財務費用 22,145,608
　　控除対象外消費税 324,058,004
　　営業外費用合計 346,203,612

　　　　　経常利益 452,764,928

 臨 時 利 益
　　過年度損益修正益 0
　　貸倒引当金戻入益 18,464,303
　　臨時利益合計 18,464,303

 臨 時 損 失
　　固定資産売却損 0
　　固定資産除却損 7,654,872
　　過年度損益修正損 40,275,088
　　その他臨時損失 0
　　臨時損失合計 47,929,960

　　　　　当期純利益 423,299,271
　　　　　当期総利益 423,299,271

損 益 計 算 書
（　平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで　）

科　　　目 金　　額
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【地方独立行政法人市立秋田総合病院】 （単位：円）

科　　　　　目

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　材料の購入による支出 △ 2,176,651,491

　　　人件費支出 △ 5,624,175,032

　　　その他業務支出 △ 2,407,248,106

　　　医業収入 9,550,573,209

　　　運営費負担金収入 853,593,000

　　　運営費交付金収入 215,978,000

　　　補助金等収入 39,692,890

　　　寄附金収入 28,725,342

　　　その他業務収入 93,812,637

　　　　小計 574,300,449

　　　利息受取額 15,313,500

　　　利息支払額 △ 22,145,608

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 567,468,341

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 591,374,024

　　　無形固定資産の取得による支出 0

　　　有価証券の取得による支出 △ 600,000,000

　　　定期預金の預入による支出 0

　　　運営費負担金収入 221,158,000

　　　補助金等収入 2,424,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 967,792,024

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　長期借入金による収入 476,900,000

　　　移行前地方債償還債務の償還による支出 △ 344,000,447

　　　その他財務活動による収入 0

　　　リース債務の返済による支出 △ 11,193,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 121,706,553

Ⅳ　資金増加額（△は資金減少額） △ 278,617,130

Ⅴ　資金期首残高 1,915,652,314

Ⅵ　資金期末残高 1,637,035,184

金　　額

キャッシュ・フロー計算書

（　平成27年4月1日から平成28年3月31日まで　）
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【地方独立行政法人市立秋田総合病院】 （単位：円）

科　　　目

Ⅰ　当期末処分利益 423,299,271

　　　　当期総利益 423,299,271

Ⅱ　利益処分額

　　　　施設整備等目的積立金 423,299,271 423,299,271

金　　　額

利益の処分に関する書類

（　平成２８年６月２７日　）
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【地方独立行政法人市立秋田総合病院】 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

　　（１）損益計算書上の費用

　　　    医業費用 10,219,182,332

　　　　　一般管理費 252,139,904

　　　　　営業外費用 346,203,612

　　　　　臨時損失 47,929,960 10,865,455,808

　　（２）（控除）自己収入等

　　　　　医業収益 ▲ 9,642,945,348

　　　　　寄付金収益 ▲ 28,725,342

　　　　　臨時利益 ▲ 18,464,303

　　　　　営業外収益 ▲ 93,497,934

　　　　　その他収益 ▲ 9,783,632,927

　　業務費用合計 1,081,822,881

　　（うち減価償却費充当補助金相当額） (395,858,262)

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 23,430,889 23,430,889

Ⅲ　機会費用

地方公共団体出資等の機会費用 0 0

Ⅳ　行政サービス実施コスト 1,105,253,770

（　平成２７年４月１日　～　平成２８年３月３１日　）
行政サービス実施コスト計算書

科　　　目 金　　額
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注  記  事  項 

 
I 重要な会計方針 

 １ 運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準 

    期間進行基準を採用しております。 

    ただし、地方債利息等償還金については費用進行基準を採用しております。 

  

 ２ 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    建物 ４年～３８年 

    構築物 ３年～３７年 

    機器備品 ２年～２１年 

    車両 ２年～５年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）

に基づいて償却しております。 

 

３ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業

年度末に在籍する派遣職員について、期末の自己都合要支給額から期首の自己都合要

支給額を控除して計算しております。 

 

４ 貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 
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５ 賞与引当金の計上基準 

役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額 

を計上しております。 

  

 ６ 有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的債券は償却原価法によっております。 

 

７ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

医薬品、診療材料及び貯蔵品とも、最終仕入原価法に基づく低価法によっておりま

す。 

 

８ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 平成 28年 4月 25 日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入

を受けた平成 27事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用

算定の取扱いについて（留意事項）」（総務省）に基づき、0.0％で計算しております。 

 

９ リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

10 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                1,637,035,184 円 

資金期末残高                  1,637,035,184 円 

 

 ２ 重要な非資金取引 

  (1) ファイナンス・リースによる資産の取得             0 円 

 

 

Ⅲ オペレーティング・リース取引関係 

   該当ありません。 
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Ⅳ 金融商品関係 

１ 金融商品の状況に関する事項 

    当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、ま

た、資金調達については、設立団体からの借入れに限定しております。 

    当法人が保有する金融資産は主として診療報酬債権であり、このうち患者に対する

医業未収金に係る信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク管理を行っております。 

     

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

    期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

                                 （単位：円） 

区分 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1)現金及び預金 1,637,035,184 1,637,035,184 0 

(2)投資有価証券 2,500,744,027  2,646,837,800 146,093,773 

(3)未収金 1,794,963,790 1,794,963,790 0 

(4)長期借入金 (1,748,600,000) (1,749,256,088) (656,088) 

(5)移行前地方債償

還債務 

(1,767,595,241) (1,884,228,685) (116,633,444) 

(6)未払金 (810,886,069) (810,886,069) (0) 

 （注１）負債で計上されているものは（ ）で表示しております。 

 （注２）金融商品の時価の算出方法 

   （１）現金及び預金、（３）未収金、（６）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

   （２）投資有価証券（４）長期借入金、（５）移行前地方債償還債務 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算出する方法によっております。 
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Ⅴ 退職給付関係 

 

１ 退職給付債務に関する事項 

     退職給付債務                   3,323,457,903 円 

     未認識数理計算上の差異              △102,422,123 円 

     地方独立行政法人会計基準注 33に基づく移行時差異 △647,934,000 円 

退職給付引当金                  2,573,101,780 円 

 

２ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用                     220,454,066 円 

利息費用                       31,830,512 円 

数理計算上の差異の費用処理額             △77,606 円 

移行時差異の費用処理額                       215,978,000 円 

退職給付費用                   468,184,972 円 

 

３ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

割引率                             1.0％ 

退職給付見込額の期間配分方法               期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数                   10 年 

 

 

Ⅵ 重要な債務負担行為 

 当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払いが発生する重要なものは、

以下のとおりです。 

（単位：円） 

契約内容 契 約 金 額 
翌事業年度以降の
支払金額 

清掃業務委託 203,027,904 135,351,648 

医事業務委託 196,459,344 196,459,344 

施設建物管理業務委託 149,862,960 99,908,640 

電子カルテシステム等保守管理
業務委託 

62,135,640 62,135,640 

 

- 10 -



財　務　諸　表

(附属明細書)
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0

0
4
,0
9
9
,0
8
9
,1
2
0

5
4
,8
8
8
,0
3
9

0
0

5
4
,8
8
8
,0
3
9

1
2
,4
3
8
,8
4
9

6
,9
4
2
,5
9
1

0
0

0
4
2
,4
4
9
,1
9
0

2
,1
1
8
,8
8
4
,7
6
3

4
2
4
,0
6
5
,3
9
0

1
5
,7
1
7
,6
1
4

2
,5
2
7
,2
3
2
,5
3
9

7
6
0
,1
9
7
,3
4
3

4
8
1
,7
7
4
,8
2
7

0
0

0
1
,7
6
7
,0
3
5
,1
9
6

6
7
2
,1
0
0

0
6
7
2
,1
0
0

6
7
2
,0
9
8

2
4
3
,7
3
0

0
0

0
2

6
,8
2
7
,1
2
1
,5
3
2

5
8
4
,7
8
5
,3
9
0

1
5
,7
1
7
,6
1
4

7
,3
9
6
,1
8
9
,3
0
8

1
,4
8
7
,6
1
5
,8
0
0

8
5
1
,9
1
9
,8
3
6

0
0

0
5
,9
0
8
,5
7
3
,5
0
8

4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
0

0
4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
0

4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
0

0
4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
0

4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

0
0

0
4
2
4
,1
1
2
,0
0
0

4
,6
5
2
,6
7
6
,6
3
0

1
6
0
,7
2
0
,0
0
0

0
4
,8
1
3
,3
9
6
,6
3
0

7
1
4
,3
0
7
,5
1
0

3
6
2
,9
5
8
,6
8
8

0
0

0
4
,0
9
9
,0
8
9
,1
2
0

5
4
,8
8
8
,0
3
9

0
0

5
4
,8
8
8
,0
3
9

1
2
,4
3
8
,8
4
9

6
,9
4
2
,5
9
1

0
0

0
4
2
,4
4
9
,1
9
0

2
,1
1
8
,8
8
4
,7
6
3

4
2
4
,0
6
5
,3
9
0

1
5
,7
1
7
,6
1
4

2
,5
2
7
,2
3
2
,5
3
9

7
6
0
,1
9
7
,3
4
3

4
8
1
,7
7
4
,8
2
7

0
0

0
1
,7
6
7
,0
3
5
,1
9
6
(注
１
)

6
7
2
,1
0
0

0
0

6
7
2
,1
0
0

6
7
2
,0
9
8

2
4
3
,7
3
0

0
0

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

7
,2
5
1
,2
3
3
,5
3
2

5
8
4
,7
8
5
,3
9
0

1
5
,7
1
7
,6
1
4

7
,8
2
0
,3
0
1
,3
0
8

1
,4
8
7
,6
1
5
,8
0
0

8
5
1
,9
1
9
,8
3
6

0
0

0
6
,3
3
2
,6
8
5
,5
0
8

0
0

0
0

0
0

0
0

7
0
,5
0
0

7
0
,5
0
0

0
0

0
7
0
,5
0
0

0
0

0
0

0
0

7
0
,5
0
0

0
0

7
0
,5
0
0

0
0

0
0

7
0
,5
0
0

1
,9
0
0
,7
4
4
,0
2
7

6
0
0
,0
0
0
,0
0
0

2
,5
0
0
,7
4
4
,0
2
7

0
0

0
2
,5
0
0
,7
4
4
,0
2
7

3
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0
3
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

0
3
0
0
,0
0
0
,0
0
0

2
,2
0
0
,7
4
4
,0
2
7

6
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0
2
,8
0
0
,7
4
4
,0
2
7

0
0

0
2
,8
0
0
,7
4
4
,0
2
7

　
(注
1
)当
期
増
加
額
の
主
な
も
の
は
、
ア
ン
ギ
オ
1
1
9
,3
5
0
,0
0
0
円
、
麻
酔
記
録
シ
ス
テ
ム
構
築
業
務
8
8
,8
0
0
,0
0
0
円
な
ど
で
あ
り
ま
す
。

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

そ
の
他
無
形
固
定
資
産

計

投
資
そ
の
他

の
資
産

投
資
有
価
証
券

長
期
性
預
金 計

有
形
固
定
資
産

合
計

電
話
加
入
権

建
物

土
地

車
両

器
械
備
品

計

建
設
仮
勘
定

そ
の
他
有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産資
産
の
種
類

建
設
仮
勘
定

有
形
固
定
資
産

(償
却
費
損
益
内
)

構
築
物

器
械
備
品

建
物

構
築
物

車
両

計 計

非
償
却
資
産

土
地

有
形
固
定
資
産

(償
却
費
損
益
外
)

そ
の
他
有
形
固
定
資
産

計

差
引
当
期
末
残
高

摘
要

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

減
価
償
却
累
計
額

減
損
損
失
累
計
額

- 12 -



(2
)た
な
卸
資
産
の
明
細

(単
位
：
円
)

医
薬
品

5
9
,6
6
7
,4
7
3

1
,2
7
7
,9
3
6
,0
7
2

1
,2
7
7
,3
4
4
,0
7
9

6
0
,2
5
9
,4
6
6

診
療
材
料

1
1
2
,4
7
8

9
0
2
,7
6
0
,5
6
2

9
0
2
,8
0
3
,1
7
2

6
9
,8
6
8

貯
蔵
品

5
,1
1
6
,8
7
7

5
7
,8
8
8
,2
7
4

6
1
,2
0
9
,8
5
3

1
,7
9
5
,2
9
8

計
6
4
,8
9
6
,8
2
8

2
,2
3
8
,5
8
4
,9
0
8

0
2
,2
4
1
,3
5
7
,1
0
4

0
6
2
,1
2
4
,6
3
2

種
類

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

当
期
購
入
・

製
造
・
振
替

そ
の
他

払
出
・
振
替

そ
の
他

- 13 -



（
３

）
有

価
証

券
の

明
細

①
　

流
動

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

（
単

位
：
円

）

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

券
面

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

要

譲
渡

性
預

金
3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
2
8
.7

.7
 利

率
0
.1

5
％

計
3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

②
　

投
資

そ
の

他
の

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

（
単

位
：
円

）

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

券
面

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

要

い
第

7
6
9
号

利
付

農
林

債
5
0
0
,0

0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
3
1
.6

.2
7
 利

率
0
.3

0
％

い
第

7
6
2
号

利
付

農
林

債
3
0
0
,7

5
4
,0

2
7

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
0
,7

5
4
,0

2
7

償
還

日
　

H
3
0
.1

1
.2

7
 利

率
0
.3

0
％

広
島

県
平

成
2
6
年

度
第

2
回

公
募

公
債

9
9
,9

9
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

9
9
,9

9
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
3
6
.7

.2
4
 利

率
0
.6

1
％

第
1
3
6
回

共
同

発
行

市
場

公
募

地
方

債
2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
3
6
.7

.2
5
 利

率
0
.6

1
1
％

第
１

２
回

大
阪

府
２

０
年

地
方

債
3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
6
.9

.2
6
 利

率
1
.4

5
3
％

北
九

州
市

第
1
8
回

2
0
年

公
募

公
債

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
6
.1

0
.2

0
 利

率
1
.3

7
6
％

北
海

道
平

成
２

６
年

度
第

１
２

回
２

０
年

公
募

公
債

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
6
.1

2
.2

6
 利

率
1
.3

0
3
％

兵
庫

県
第

１
回

２
０

年
公

募
公

債
（
定

時
償

還
）

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
7
.5

.2
5
 利

率
0
.6

9
6
％

満
期

保
有

目
的

債
券

満
期

保
有

目
的

債
券

- 14 -



（
単

位
：
円

）

種
類

及
び

銘
柄

取
得

価
額

券
面

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

要

北
海

道
平

成
２

７
年

度
第

４
回

２
０

年
公

募
公

債
1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
7
.6

.2
9
 利

率
1
.3

5
7
％

札
幌

市
平

成
２

７
年

度
第

３
回

２
０

年
公

募
公

債
1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
7
.7

.3
1
 利

率
1
.2

1
1
％

第
１

４
９

回
共

同
発

行
市

場
公

募
地

方
債

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
3
7
.8

.2
5
 利

率
0
.5

0
0
％

宮
城

県
第

１
回

公
募

公
債

（
２

０
年

定
時

償
還

）
2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
7
.1

2
.1

4
 利

率
0
.5

5
0
％

北
海

道
平

成
２

７
年

度
第

１
２

回
　

２
０

年
公

募
公

債
1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
4
7
.1

2
.2

5
 利

率
1
.1

5
6
％

秋
田

県
平

成
２

７
年

度
第

１
回

公
募

公
債

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

償
還

日
　

H
3
8
.3

.2
5
 利

率
0
.1

2
0
％

計
2
,5

0
0
,7

4
4
,0

2
7

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

2
,5

0
0
,7

4
4
,0

2
7

満
期

保
有

目
的

債
券

- 15 -



(4
)長
期
借
入
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

9
1
,6
0
0
,0
0
0

0
.1
%
H
3
8
.3

施
設
整
備
事
業
貸
付
金

―
9
1
,6
0
0
,0
0
0

―

3
8
5
,3
0
0
,0
0
0

0
.1
%
H
3
3
.3

医
療
機
械
器
具
整
備
事
業
貸
付
金

―
3
8
5
,3
0
0
,0
0
0

―

施
設
整
備
事
業
貸
付
金

1
1
5
,7
0
0
,0
0
0

―
―

1
1
5
,7
0
0
,0
0
0

0
.2
%
H
3
7
.3

計
1
,2
7
1
,7
0
0
,0
0
0

4
7
6
,9
0
0
,0
0
0

0
1
,7
4
8
,6
0
0
,0
0
0

―
―

返
済
期
限

摘
要

1
,1
5
6
,0
0
0
,0
0
0

0
.1
%
H
3
2
.3

期
末
残
高

平
均
利
率
(%
)

医
療
機
械
器
具
整
備
事
業
貸
付
金

1
,1
5
6
,0
0
0
,0
0
0

―
―

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

- 16 -



(5
)移
行
前
地
方
債
償
還
債
務
の
明
細

(単
位
：
円
)

期
首
残
高

当
期
増
加

当
期
減
少

期
末
残
高

利
率
(%
)

償
還
期
限

摘
要

3
1
,1
6
5
,9
0
2

―
1
,9
3
6
,6
0
4

2
9
,2
2
9
,2
9
8

2
.1
%

H
4
1
.3

財
務
省

3
0
4
,7
2
4
,7
8
4

―
1
6
,9
5
1
,2
9
7

2
8
7
,7
7
3
,4
8
7

2
.0
%

H
4
2
.9

財
務
省

5
3
6
,2
8
2
,8
0
2

―
2
9
,6
6
1
,6
0
4

5
0
6
,6
2
1
,1
9
8

1
.6
%

H
4
3
.3

財
務
省

1
9
,5
4
7
,0
2
6

―
1
9
,5
4
7
,0
2
6

0
1
.4
%

H
2
8
.3

財
務
省

7
2
,1
7
0
,4
9
2

―
2
3
,7
9
3
,4
1
8

4
8
,3
7
7
,0
7
4

1
.1
%

H
3
0
.3

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

7
8
,9
4
3
,9
3
7

―
1
9
,4
4
1
,6
7
1

5
9
,5
0
2
,2
6
6

1
.0
%

H
3
1
.3

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

7
5
,9
4
3
,7
6
4

―
1
4
,9
1
7
,2
0
0

6
1
,0
2
6
,5
6
4

1
.0
%

H
3
2
.3

2
5
,0
1
1
,2
6
3

―
2
5
,0
1
1
,2
6
3

0
0
.5
%

H
2
8
.3

2
3
,8
3
5
,8
6
1

―
3
,8
8
3
,9
9
7

1
9
,9
5
1
,8
6
4

0
.9
%

H
3
3
.3

2
4
,8
5
0
,0
0
0

―
2
4
,8
5
0
,0
0
0

0
0
.6
7
5
%

H
2
8
.3

1
3
,4
9
0
,3
1
9

―
6
,7
3
5
,0
4
9

6
,7
5
5
,2
7
0

0
.3
%

H
2
9
.3

6
5
,1
6
5
,0
7
6

―
1
0
,6
9
8
,8
3
0

5
4
,4
6
6
,2
4
6

0
.6
%

H
3
3
.3

秋
田
銀
行

1
3
,4
0
0
,0
0
0

―
6
,8
0
0
,0
0
0

6
,6
0
0
,0
0
0

0
.5
9
%

H
2
9
.3

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

1
8
9
,8
0
0
,0
0
0

―
2
3
,3
9
4
,5
1
1

1
6
6
,4
0
5
,4
8
9

0
.4
%

H
3
5
.3

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

1
2
9
,0
6
4
,4
6
2

―
4
2
,9
7
8
,4
8
4

8
6
,0
8
5
,9
7
8

0
.1
%

H
3
0
.3

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

6
6
,0
0
0
,0
0
0

―
4
,0
3
2
,9
7
5

6
1
,9
6
7
,0
2
5

0
.6
%

H
3
5
.9

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

1
6
3
,9
0
0
,0
0
0

―
0

1
6
3
,9
0
0
,0
0
0

0
.4
%

H
3
6
.3

2
7
8
,3
0
0
,0
0
0

―
6
9
,3
6
6
,5
1
8

2
0
8
,9
3
3
,4
8
2

0
.2
%

H
3
1
.3

2
,1
1
1
,5
9
5
,6
8
8

―
3
4
4
,0
0
0
,4
4
7

1
,7
6
7
,5
9
5
,2
4
1

計

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

秋
田
銀
行

銘
　
　
　
　
柄

財
務
省

財
務
省

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

- 17 -



(6
)引
当
金
の
明
細

　
　
　
　
　
(単
位
：
円
)

2
,3
1
9
,9
1
5
,3
0
7

4
6
8
,1
8
4
,9
7
2

2
1
4
,9
9
8
,4
9
9

2
,5
7
3
,1
0
1
,7
8
0

2
6
1
,1
1
7
,0
0
0

2
5
8
,7
9
8
,0
0
0

2
6
1
,1
1
7
,0
0
0

2
5
8
,7
9
8
,0
0
0

8
8
,4
9
6
,0
0
0

0
2
4
,9
7
0
,6
9
7

1
8
,4
6
4
,3
0
3

4
5
,0
6
1
,0
0
0

2
,6
6
9
,5
2
8
,3
0
7

7
2
6
,9
8
2
,9
7
2

5
0
1
,0
8
6
,1
9
6

1
8
,4
6
4
,3
0
3

2
,8
7
6
,9
6
0
,7
8
0

貸
倒
引
当
金

計

区
分

期
首
残
高

退
職
給
付
引
当
金

賞
与
引
当
金

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

目
的
使
用

そ
の
他
(注
)

- 18 -



(7
)資
本
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

3
,9
0
6
,5
1
6
,6
7
8

7
3
,4
0
0
,0
0
0

―
3
,9
7
9
,9
1
6
,6
7
8

3
,9
0
6
,5
1
6
,6
7
8

7
3
,4
0
0
,0
0
0

―
3
,9
7
9
,9
1
6
,6
7
8

区
分

資
本
金

設
立
団
体
出
資
金

計

- 19 -



(8
)積
立
金
の
明
細

(単
位
：
円
)

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

0
6
7
4
,1
5
7
,3
2
7

―
6
7
4
,1
5
7
,3
2
7

0
6
7
4
,1
5
7
,3
2
7

―
6
7
4
,1
5
7
,3
2
7

区
分

目
的
積
立
金

計

- 20 -



(9
)運
営
費
負
担
金
債
務
及
び
運
営
費
負
担
金
収
益
等
の
明
細

ア
　
運
営
費
負
担
金
債
務

（
単
位
：
円
）

平
成
2
7
年
度

0
1
,0
7
4
,7
5
1
,0
0
0

8
5
3
,5
9
3
,0
0
0

2
2
1
,1
5
8
,0
0
0

0
1
,0
7
4
,7
5
1
,0
0
0

0

合
計

0
1
,0
7
4
,7
5
1
,0
0
0

8
5
3
,5
9
3
,0
0
0

2
2
1
,1
5
8
,0
0
0

0
1
,0
7
4
,7
5
1
,0
0
0

0

イ
　
運
営
費
負
担
金
収
益

期
間
進
行
基
準

8
4
0
,0
7
3
,0
0
0

8
4
0
,0
7
3
,0
0
0

費
用
進
行
基
準

1
3
,5
2
0
,0
0
0

1
3
,5
2
0
,0
0
0

合
　
計

8
5
3
,5
9
3
,0
0
0

8
5
3
,5
9
3
,0
0
0

ウ
　
運
営
費
交
付
金
債
務

平
成
2
7
年
度

0
2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

0
0

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

0

合
計

0
2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

0
0

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

0

エ
　
運
営
費
交
付
金
収
益

期
間
進
行
基
準

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

合
　
計

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

2
1
5
,9
7
8
,0
0
0

当
期
振
替
額

期
末
残
高

運
営
費
交
付
金

収
益

資
産
見
返

運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金

小
計

期
末
残
高

運
営
費
負
担
金

収
益

資
産
見
返

運
営
費
負
担
金

資
本
剰
余
金

小
計

交
付
年
度

期
首
残
高

負
担
金

当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

業
務
等
区
分

平
成
2
7
年
度
交
付
分

合
計

業
務
等
区
分

平
成
2
7
年
度
負
担
分

合
計

交
付
年
度

期
首
残
高

負
担
金

当
期
交
付
額

- 21 -



(1
0
)地
方
公
共
団
体
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

ア
　
補
助
金
等
の
明
細

(単
位
：
円
)

1
7
,2
6
4
,8
9
0

1
7
,2
6
4
,8
9
0

9
,0
0
0
,0
0
0

9
,0
0
0
,0
0
0

1
,0
3
3
,0
0
0

1
,0
3
3
,0
0
0

2
5
0
,0
0
0

2
5
0
,0
0
0

2
,7
9
0
,0
0
0

2
,7
9
0
,0
0
0

6
9
,0
0
0

6
9
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0

8
,8
8
6
,0
0
0

8
,8
8
6
,0
0
0

2
,2
2
0
,0
0
0

2
,2
2
0
,0
0
0

2
0
4
,0
0
0

2
0
4
,0
0
0

4
2
,1
1
6
,8
9
0

0
2
,4
2
4
,0
0
0

0
0

3
9
,6
9
2
,8
9
0

合
計

秋
田
県
産
科
医
等
確
保
支
援
事
業

費
補
助
金

秋
田
県
新
人
看
護
職
員
研
修
事
業

補
助
金

摘
要

建
設
仮
勘
定

補
助
金
等

資
産
見
返

補
助
金
等

資
産
剰
余
金

長
期
預
り

補
助
金
等

収
益
計
上

左
の
会
計
処
理
内
訳

感
染
症
外
来
協
力
型
医
療
機
関
設

備
整
備
費
補
助
金

認
定
看
護
師
養
成
事
業
補
助
金

秋
田
県
臨
床
研
修
病
院
支
援
事
業

費
補
助
金

当
期
交
付
額

秋
田
県
医
療
秘
書
等
配
置
促
進
事

業
費
補
助
金

特
別
保
育
事
業
費
補
助
金

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
患
者
入
院
医

療
機
関
設
置
整
備
費
等
補
助
金

秋
田
県
が
ん
診
療
機
能
等
強
化
事

業
補
助
金

臨
床
研
修
医
等
補
助
金
（
医
師
）

区
分

- 22 -



(1
1
)役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

(単
位

：
千

円
、

人
)

（
1
,5

6
0

）
（

3
）

（
0

）
（

0
）

5
5
,1

6
7

7
0

0

（
1
3
,0

9
0

）
（

7
）

（
0

）
（

0
）

3
,7

1
6
,5

4
3

5
5
6

2
1
4
,9

9
8

3
1

（
1
4
,6

5
0

）
（

1
0

）
（

0
）

（
0

）

3
,7

7
1
,7

1
0

5
6
3

2
1
4
,9

9
8

3
1

(注
１

)
　

　
非

常
勤

・
有

期
職

員
に

つ
い

て
は

、
外

数
と

し
て

(　
　

)内
に

記
載

し
て

い
ま

す
。

　
　

ま
た

、
支

給
人

数
に

つ
い

て
は

、
年

間
平

均
支

給
人

数
で

記
載

し
て

い
ま

す
。

(注
２

）
  
 役

員
報

酬
に

つ
い

て
は

、
「
地

方
独

立
行

政
法

人
市

立
秋

田
総

合
病

院
役

員
の

報
酬

に
関

す
る

規
程

」
に

基
づ

き
支

給
し

て
い

ま
す

。
職

員
給

与
及

び
退

職
給

与
に

つ
い

て
は

、
「
地

方
独

立
行

政
法

人
市

立
秋

田
総

合
病

院
職

員
給

与
規

程
」
及

び
「
地

方
独

立
行

政
法

人
　

　
市

立
秋

田
総

合
病

院
職

員
の

退
職

手
当

に
関

す
る

規
程

」
に

基
づ

き
支

給
し

て
い

ま
す

。

(注
３

)
　

　
上

記
明

細
に

は
、

法
定

福
利

費
は

含
め

て
い

ま
せ

ん
。

報
酬

ま
た

は
給

与
　

支
給

人
数

支
給

額
支

給
人

数
支

給
額

退
職

給
与

役
員

職
員

合
計

区
分

- 23 -



(１
2
)開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報

　
　

当
法

人
は

単
一

セ
グ

メ
ン

ト
に

よ
り

事
業

を
実

施
し

て
い

る
た

め
、

記
載

を
省

略
し

て
お

り
ま

す
。

- 24 -



(1
3
)医
業
費
用
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

（
単
位
：
円
）

　
医
業
費
用
給
与
費

給
料

1
,8
9
8
,7
0
1
,8
4
3

手
当
等

1
,5
1
0
,4
7
0
,8
9
0

賃
金

8
7
5
,1
1
7
,2
0
8

報
酬

0
法
定
福
利
費

7
5
1
,5
0
6
,4
4
7

退
職
給
付
費
用

4
6
5
,3
3
0
,9
3
6

賞
与
引
当
金
繰
入
額

2
5
0
,4
8
7
,9
9
7

5
,7
5
1
,6
1
5
,3
2
1

材
料
費

薬
品
費

1
,2
7
7
,3
4
4
,0
7
9

診
療
材
料
費

9
0
2
,8
0
3
,1
7
2

給
食
材
料
費

1
,0
6
9
,4
8
4

医
療
消
耗
備
品
費

7
,5
7
8
,4
3
1

た
な
卸
資
産
減
耗
費

0
2
,1
8
8
,7
9
5
,1
6
6

経
費

厚
生
福
利
費

6
,1
6
5
,3
5
0

報
償
費

1
,0
1
9
,0
9
1

旅
費
交
通
費

1
0
,2
0
7
,2
3
3

消
耗
品
費

6
3
,4
9
8
,3
9
1

消
耗
備
品
費

3
,8
6
6
,7
0
0

職
員
被
服
費

3
,0
1
3
,5
5
7

光
熱
水
費

1
3
8
,0
7
6
,1
4
4

燃
料
費

5
2
,8
5
6
,1
6
9

会
議
費

0
食
糧
費

2
,0
6
7
,0
9
0

印
刷
製
本
費

3
,4
0
6
,5
0
0

修
繕
費

8
9
,6
3
3
,6
7
0

保
険
料

9
,1
5
1
,2
2
8

租
税
公
課

0
賃
借
料

1
4
8
,5
2
3
,2
2
1

委
託
料

8
1
0
,5
2
7
,3
7
7

手
数
料

2
1
,1
9
6
,0
8
9

通
信
運
搬
費

1
4
,4
1
5
,7
8
2

諸
会
費

1
5
,0
4
1
,0
5
3

交
際
費

2
2
2
,2
3
2

貸
倒
引
当
金
繰
入
額

0
雑
費

7
,8
7
1
,2
1
9

1
,4
0
0
,7
5
8
,0
9
6

減
価
償
却
費 建
物
減
価
償
却
費

3
6
0
,8
7
2
,5
0
1

構
築
物
減
価
償
却
費

6
,9
0
2
,6
8
7

器
械
備
品
減
価
償
却
費

4
7
9
,0
6
6
,9
8
8

車
両
減
価
償
却
費

2
4
3
,7
3
0

そ
の
他
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

0
無
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

0
8
4
7
,0
8
5
,9
0
6

研
究
研
修
費 研
究
材
料
費

0
図
書
費

7
,9
7
4
,9
4
5

研
究
旅
費

1
0
,6
3
2
,7
6
2

研
究
雑
費

1
2
,3
2
0
,1
3
6

3
0
,9
2
7
,8
4
3

　
　
　
　
　
　
医
業
費
用
合
計

1
0
,2
1
9
,1
8
2
,3
3
2

科
目

金
額
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一
般
管
理
費

給
与
費

給
料

6
5
,9
5
9
,4
3
1

手
当
等

5
0
,1
1
0
,2
5
3

賃
金

3
6
,1
8
7
,5
9
3

報
酬

2
,3
1
6
,3
1
0

法
定
福
利
費

2
8
,3
0
6
,7
1
3

退
職
給
付
費
用

2
,8
5
4
,0
3
6

賞
与
引
当
金
繰
入
額

8
,3
1
0
,0
0
3

1
9
4
,0
4
4
,3
3
9

経
費

厚
生
福
利
費

1
8
1
,0
0
0

旅
費
交
通
費

3
,8
9
1
,6
9
2

消
耗
品
費

7
7
,1
5
2

消
耗
備
品
費

0
職
員
被
服
費

1
,1
3
6
,6
0
2

光
熱
水
費

7
3
8
,7
7
2

燃
料
費

2
8
3
,4
5
8

印
刷
製
本
費

3
4
6
,3
0
0

賃
借
料

1
,2
0
3
,5
7
3

委
託
料

4
0
,8
3
8
,5
0
3

手
数
料

1
,4
8
2
,2
0
9

通
信
運
搬
費

2
9
8
,0
4
2

諸
会
費

2
,3
2
6
,6
4
0

交
際
費

0
雑
費

4
5
7
,6
9
2

5
3
,2
6
1
,6
3
5

減
価
償
却
費 建
物
減
価
償
却
費

2
,0
8
6
,1
8
7

構
築
物
減
価
償
却
費

3
9
,9
0
4

器
械
備
品
減
価
償
却
費

2
,7
0
7
,8
3
9

車
両
減
価
償
却
費

0
そ
の
他
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

0
無
形
固
定
資
産
減
価
償
却
費

0
4
,8
3
3
,9
3
0

　
　
　
　
　
　
一
般
管
理
費
合
計

2
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至　平成２８年３月３１日

地方独立行政法人市立秋田総合病院

決　算　報　告　書

平成２７年度

(第２期事業年度)

自　平成２７年４月 １ 日



【地方独立行政法人市立秋田総合病院】
(単位：円)

差額

(決算額-当初予算額)

10,558,172,000 10,786,166,516 227,994,516

9,460,322,000 9,661,697,284 201,375,284 外来単価の増による

1,056,051,000 1,056,051,000 0

41,799,000 68,418,232 26,619,232 寄附金収益の増による

104,954,000 113,086,943 8,132,943

13,520,000 13,520,000 0

0 0 0

91,434,000 99,566,943 8,132,943 建物貸付料の増による

749,284,000 700,482,000 ▲ 48,802,000

221,158,000 221,158,000 0

525,700,000 476,900,000 ▲ 48,800,000 対象事業費の減による

2,426,000 2,424,000 ▲ 2,000

11,412,410,000 11,599,735,459 187,325,459

9,799,711,000 9,334,199,081 ▲ 465,511,919

9,512,465,000 9,085,578,177 ▲ 426,886,823

5,550,408,000 5,288,871,264 ▲ 261,536,736 法定福利費の減による

2,167,994,000 2,261,672,881 93,678,881 薬品費の増による

1,739,675,000 1,502,401,727 ▲ 237,273,273 燃料費、委託料等の減による

54,388,000 32,632,305 ▲ 21,755,695 研究研修費の減による

287,246,000 248,620,904 ▲ 38,625,096

207,851,000 191,421,086 ▲ 16,429,914 職員の新陳代謝による

79,395,000 57,199,818 ▲ 22,195,182 委託料等の減による

175,993,000 346,203,612 170,210,612 控除対象外消費税の増による

954,259,000 918,112,665 ▲ 36,146,335

610,258,000 574,112,218 ▲ 36,145,782 対象事業費の減による

344,001,000 344,000,447 ▲ 553

10,929,963,000 10,598,515,358 ▲ 331,447,642

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分等の相違の概要は、以下のとおりであります。

　　(1)損益計算書において計上されている現金収入を伴わない収益及び現金支出を伴わない費用は含んでおりません。

　　(2)上記数値は消費税等込みの金額を記載しております。

計

　　　経費

　資本支出

　　　償還金

　　　建設改良費

支出

　営業費用

　　医業費用

　営業外費用

　　　材料費

　　　経費

　　　研究研修費

　　　給与費

　　一般管理費

　　　給与費

　　　長期借入金

　　　その他

　　　運営費負担金

　　　運営費負担金等

決算額

　　　運営費負担金

　　　その他

　　　補助金等

　資本収入

備考

平　成　２７　年　度　決　算　報　告　書

計

収入

　営業収益

　　　医業収益

区分

　営業外収益

　　　補助金等

当初予算額
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地方独立行政法人市立秋田総合病院事業報告書

「地方独立行政法人市立秋田総合病院の概要」

１ 現況（平成２７年４月１日現在）

(1) 法人名

地方独立行政法人市立秋田総合病院

(2) 所在地

秋田市川元松丘町４番３０号

(3) 役員の状況

役職 氏名 備考

理事長 小松眞史

副理事長 伊藤誠司 院長

理事 吹谷由美子 看護部長

理事 本間斗 事務局長兼経営企画部長

理事 佐々木秀平 秋田県総合保健事業団非常勤嘱託医師

上小阿仁村国保診療所嘱託医師

監事 田中伸一 弁護士

監事 堀井照重 公認会計士

(4) 設置・運営する病院

名称 市立秋田総合病院

所在地 秋田市川元松丘町４番３０号

病床数 一般病床３７６床、精神病床６０床、結核病床２２床

計４５８床

(5) 職員数

７８７人（正職員５０８人、任期付再雇用職員１１人、嘱託職員９８人、臨時

職員３５人、パート職員１３５人）

２ 市立秋田総合病院の基本的な目標等

市立秋田総合病院は、地域の中核的な公的医療機関として、がん診療をはじめと

した高度・専門医療や救急医療、小児・周産期医療など、地域に必要な医療を継続

的に提供することにより、市民の健康の維持および増進に努めます。

また、将来にわたり安定した質の高い医療を提供できるように経営改善に向けた
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取り組みを積極的に行い、経営基盤の安定化を図ります。

「全体的な状況」

１ 法人運営の総括と課題等

地方独立行政法人設立後２年目の平成２７年度は、引き続き中期目標の達成に向

けて、結核・精神・救急等の政策的な医療やがん診療などの高度な医療などを総合

的に提供し、地域の中核的な病院としての役割を果たしました。

入院延患者数は、１２９，９４９人（１日平均３５５人）、外来延患者数は、

２８６，９０９人（１日平均１,１８１人）となり、前年度に比較して入院が

０．０％の増とほとんど増減がなく、また、外来では５．４％減少し、全体で

３．８％の減少となりました。病床利用率は、全病床で７７.５％、一般病床で

８２．９％となり、前年度に比較して全病床で０．２ポイント、一般病床で０．１

ポイントの減少となりました。

市民の医療ニーズに応えるため、法人の裁量で効率的な病院経営が可能となる地

方独立行政法人のメリットを活かし、高度医療機器の導入や優れた人材の確保・育

成など診療機能充実のための基盤づくりをすすめました。

この結果、おおむね年度計画を達成でき、収支面においても前年度に引き続き経

常収支が黒字となりました。

なお、今後の課題としては、病院施設も築後３０年以上経過し、狭隘化や老朽化

等に伴い療養環境が悪化してきていることから、早期に建て替えを行う必要があり、

近日中に改築基本構想の策定に取りかかる予定としています。

２ 大項目毎の特記事項

(1) 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

・身体合併症を持つ精神病患者を積極的に受入れ、入院件数が増加しました。

・救急搬送患者の受入れに努め、受入れに至らなかった件数が減少しました。

・秋田市エイジフレンドリーパートナーに登録し、高齢者にやさしい都市づくりに

参加しました。

・急性期治療を経過した患者の在宅復帰支援を効果的に行うため地域包括ケア病棟

を試行的に開設し、３カ月間の試行期間を経て、平成28年６月から正式に開設し

ました。
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・研修医について研修医向けの説明会や大学ＯＢの勧誘などを積極的に行った結果、

秋田市内の病院では唯一３年連続フルマッチとなりました。

・市の関係機関等と連携し、「タニタ健康カフェ」と「あらや健康セミナー」を新

たに立ち上げ、医療や健康に関する情報の発信と普及啓発に努めました。

(2) 業務運営の改善および効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

・病院機能評価を受審の結果、「一般病院２」について認定が更新されたほか、今

回が初めての受審となる副機能の「精神科病院」も認定となりました。

・ＤＰＣ制度について職員の理解を深めるため、専門知識を持つ職員を講師に、Ｄ

ＰＣ研修会を月１回開催したほか、平成２８年度診療報酬改定に対して、早期の

情報収集を行い、院内説明会を４回開催しました。

「項目別の状況」

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

１ 良質で安全な医療の提供

(1) 高度・専門医療の提供

ア がんへの対応

秋田県がん診療連携推進病院として、引き続きがんに対する難易度の高い

外科治療をはじめ、非外科的治療、放射線療法および化学療法等を効果的に

行い、集学的治療を実施しました。

具体例としては、大腸がん肝転移については、手術と化学療法の組み合わ

せによる治療を１５例実施したほか、膵がんについては術前化学療法と放射

線療法を行ってからの手術を５例実施しました。

また、平成２６年４月に施設認定を受けた腹腔鏡下肝切除・膵切除の保険

医療について、慎重に腹腔鏡下手術の適応症例を選択して腹腔鏡下肝切除を

４例施行し、問題なく退院しました。

ほぼすべての手術患者に対してがん患者指導管理を行い、説明書を手渡し

て説明を十分に行うなど、病状の理解が深まるよう努めました。

また、秋田大学医学部教授を講師に迎えてのキャンサーボードを開催する

とともに院内がん登録を実施し、がん診療の質の向上に努めました。

また、患者のＱＯＬを維持するため、緩和ケアチームによる緩和ケアを行
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うとともに、がん患者リハビリテーションや周術期の口腔ケアを積極的に実

施しました。

なお、ハイリスク乳がん患者に対する乳房ＭＲＩ検診は、実施に至りませ

んでした。

・外科的手術 ３６５件（前年度３６６件）

・胸腔鏡・腹腔鏡手術 ５３件（前年度８３件）

・内視鏡手術 ９４件（前年度１１３件）

・化学療法 ２，５８２件（前年度２，８６３件）

・放射線治療 ４，１５６件（前年度４，０２７件）

・キャンサーボード開催数 １１回（前年度１０回）

・院内がん登録 ９１９件（前年度８１４件）

・緩和ケア外来受診者数 ６６人

・がん患者リハビリテーション ２，４１９件（前年度１，６３８件）

・周術期口腔機能管理料算定件数 ７６５件（前年度６０１件）

＊キャンサーボード：がん医療に携わる専門職が集まり、個々の患者の状態

に応じた適切な治療を検討する場

イ 脳卒中への対応

夜間休日を含めた２４時間ＣＴ・ＭＲＩ検査体制を継続し、超急性期脳卒

中加算の届出施設として急性期の脳卒中患者に対する救急体制を維持しまし

た。

また、入院早期からリハビリテーションを積極的に実施したほか、急性期

治療を経過した患者については、試行的に開始した地域包括ケア病棟へ転棟

させ、在宅復帰支援を行いました。

併せて、医療機能分化による地域医療機関への逆紹介にも努めました。

・脳血管疾患リハビリテーション ８，２４９件（前年度４，２７８件）

ウ 急性心筋梗塞への対応

２４時間３６５日対応可能な急性心筋梗塞治療を、常にカテーテル治療学

会専門医・認定医が行いました。

冠動脈カテーテル治療においてはＩＡＢＰやＰＣＰＳの補助循環も使用可

能であり、経皮的冠動脈形成術や冠動脈ステント留置術を実施して救命率の

向上に繋げるとともに、その後はＩＣＵで適切な管理を行いました。
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また治療後は、心大血管疾患リハビリテーションを積極的に取り入れ、予

後の改善に取り組みました。

・冠動脈カテーテル治療 ８９件（前年度７９件）

・緊急冠動脈カテーテル治療における救命率 ９５．５％（前年度９０．５

％）

・心大血管疾患リハビリテーション ３，４９７件（前年度３，６６７件）

エ 糖尿病への対応

食事療法、運動療法、薬物療法等を組み合わせたチーム医療による糖尿病

の教育入院を実施したほか、糖尿病フットケア外来において、糖尿病性足病

変患者への対応を行いました。

また、患者や市民の意識啓発のため定期的に糖尿病教室を開催しました。

・糖尿病教育入院 ２８件（前年度２９件）

・糖尿病フットケア外来受診者数 ５５人

・糖尿病教室開催 １２回（前年度１３回）

オ 精神疾患への対応

身体合併症を有する精神病患者の受入れを積極的に行うため、市内の精神

科病院への働きかけを行うなどにより、身体合併症患者の受入れを図り、総

合病院に求められる精神医療の実施に努めました。

また、統合失調症や気分障害などの急性期入院治療を行ったほか、神経症

圏の病態への治療や児童思春期精神医療への取り組みを行いました。

また、心理教育の一環として引き続きうつ病教室を開催しました。

・統合失調症入院 ９３件（前年度８６件）

・気分障害入院 ７６件（前年度８２件）

・神経症圏新患 １０８件（前年度１５７件）

・児童思春期精神医療新患 ４０件（前年度４５件）

・うつ病教室開催 ３回（前年度３回）

【特記事項】

身体合併症を持つ精神病患者を積極的に受入れ、入院件数が増加しました。

・身体合併症入院 ８７件（前年度６５件）

(2) 救急医療の提供

救急外来患者は２２，１２３件（前年度２２，９９８件）と前年度に比べ減
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少しましたが、救急外来からの入院患者が２，１８１件（前年度２，００３

件）と増加しました。

救急搬送は２，１１０件（前年度１，９９２件）あり、秋田周辺医療圏の二

次救急病院として地域の救急医療の一翼を担いました。

なお、救急搬送の要請に対して、救急室の処置ベッドが満床だったなどの理

由により、やむなく受入れに至らなかった事例もありましたが、事後に救急隊

員などを含めたカンファレンスを開催して検証を行うなど、受入体制の強化に

努めました。

また、日本集中治療医学会専門医研修施設として、ＩＣＵで高度の集中治療

を行いました。

・ＩＣＵ利用件数 １，４０３件（前年度１，６０７件）

【特記事項】

救急搬送患者の受入れに努め、受入れに至らなかった件数が減少しました。

・救急搬送の受入れに至らなかった件数 ４０件（前年度４４件）

(3) 採算性が低い医療の提供

ア 結核医療

採算性が低く民間医療機関では実施が困難な結核医療を引き続き提供した

ほか、潜在性結核感染症患者については、４人（前年度７人）の患者に対し、

治療を行いました。

・結核病床入院患者数 ２，６９５人（前年度２，４８７人）

イ 精神医療

(1)のオの精神疾患への対応のとおり、精神医療を実施しました。

(4) 健診体制の充実

人間ドックのオプション項目について、甲状腺超音波検査、頸動脈超音波検

査を１日ドックにも追加したほか、健診システムの導入により業務の効率化が

図られ、受診者へ結果報告書を送付するまでの日数が大幅に短縮されました。

・人間ドック

１日ドック １，２９２件（前年度１，１１３件）

２日ドック ４６９件（前年度３０７件）

・人間ドックオプション

腫瘍マーカー検査 ２７３件（前年度３３７件）
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ピロリ菌検査 １４３件（前年度２４２件）

甲状腺超音波検査 ７８件（前年度４１件）

頸動脈超音波検査 １２７件（前年度６３件）

・特定健診 ３８３件（前年度４２１件）

・特定保健指導 ３１件（前年度２５件）

(5) 医療安全対策等の強化

ア 医療安全対策の強化

職員からのインシデント・アクシデント報告を徹底させ、毎月開催する医療

安全対策委員会でその分析を行いリスクを回避する方策を立案するなど医療安

全対策に取り組みました。

全職員に対して、年２回の受講を義務付けている医療安全に関する研修につ

いては、１回目の研修会が８２．０％、２回目が９１．８％の参加でしたが、

１回目の不参加者１３５人と２回目の不参加者６０人の全員に研修内容の確認

テストを実施し、受講率は１００％となりました。

また、警備員の２４時間配置を継続実施しました。

・インシデント報告数 ９５４件（前年度９３１件）

・医療安全に関する教育・研修会 １４講座延べ３０回開催、延べ１，７０８

人参加（前年度１４講座延べ３２回開催、延べ１，６１４人参加）

イ 院内感染防止対策の強化

院内感染対策チームで感染情報の調査、分析、対策の立案等を行い、それを

院内情報ネットワーク等で周知したほか、院内巡回を毎週行いました。

また、冬期間の季節性疾患の流行時には、入院患者への面会制限を実施した

ほか、面会者対応としてそれまでのベルトパーティションに替えて据付のパー

ティションを設置し、面会者の動線を完全に限定するようにしました。

全職員を対象とした感染防止対策研修には、２回参加が対象職員７６２人中

６３１人（８２．８％）でした。１回参加の１０８人に対しては全５回の研修

会の資料を回覧しました。また、１度も参加していない２３人については全５

回の研修会資料を読んだ感想についてレポートを提出してもらうこととし１９

人がレポートを提出しました。これにより、資料回覧、レポート提出も含めた

研修受講率は７５８人９９．５％となりました。

・感染防止対策研修 ５回開催、延べ １，５１２ 人参加（＊医師向け研修会
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１回開催 ５４名参加）（前年度 ５回開催、延べ１，２８２人参加）

・合同カンファレンス ４回開催、３医療機関参加、延べ７６人参加（前年度

４回開催、３医療機関参加、延べ７５人参加）

・連携病院による評価 ２回（前年度２回）

＊合同カンファレンス：感染防止対策についての課題解決や連携病院と実施し

ている相互評価の質の向上等を図るため、地域の連携病院と開催するカンフ

ァレンス

(6) 女性と子どもに優しい病院づくり

ア 女性に優しい病院づくり

乳がんや子宮がんなど女性特有の疾患に関する医療を提供するとともに、

乳がん看護認定看護師が中心となって乳がん患者のセルフケアや乳房切除に

伴う心理面でのケアを行いました。

また、日中は来院できない市民のため、夕暮れ乳がん検診と夕暮れ子宮頸

がん検診を引き続き実施しました。

・夕暮れ乳がん検診 ２４３件（前年度３２６件）

・夕暮れ子宮頸がん検診 ８６件（前年度９５件）

イ 小児医療体制の充実

近隣の小児科医等の地域医療機関の協力を得て、平日２４時間と休日の日

中に小児科医が常駐する小児科救急外来を運営し、市内外から多くの利用が

ありました。

また、小児科においては、アレルギー外来や子どもの心相談外来などの専

門外来を継続実施し、きめ細かな小児医療の提供に努めました。

・小児科救急外来受診者数 ９，４２８人（前年度９，８９７人）

・小児食物アレルギー負荷検査 １４件（前年度１１３件）

・子どもの心相談外来相談件数 １，１６０件

ウ 産科医療の充実

緊急母体搬送の受入れを行ったほか、合併症妊娠、切迫流産、重症妊娠中

毒症の管理を行うなど、正常分娩以外にも対応し、安全で快適な出産環境を

提供しました。

また、秋田県医師会が実施する「妊娠中からの子育て支援事業」に参加し、

養育支援が必要と思われる妊産婦について、秋田市の担当部署に情報提供を
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行う等、秋田市と連携して患者の妊娠・出産・育児に関する悩み等に対応し

ました。

・分娩件数 ２５１件（前年度２５４件）

・緊急母体搬送受入 １件（前年度１件）

・妊娠中からの子育て支援事業実績件数 １９件（前年度１３件）

エ 遺伝カウンセリング外来の運営

遺伝病又は遺伝子が関係する疾病や問題に関する遺伝カウンセリング外来

を運営しました。

・遺伝カウンセリング外来１件（前年度３件）

オ 病児保育施設の運営

病児保育施設を運営し、市内の保育所、幼稚園等へ周知を図ったほか、園

開放を随時行い、利用登録数の増加に努めました。

・病児保育園「あすなろ」

定員 １０名

開設日時 平日の７：００～１８：００

登録者（年度末） ４１６人（前年度４２９人）

利用者 ５９０人（前年度６１１人）

(7) 高齢者に配慮した医療の充実

総合診療科（院内標ぼう）を開設し、いくつもの疾病を併せ持ち診療科を決

定しにくい高齢者等の初診患者に対する全人的医療を提供しました。

また、加齢性の眼疾患の手術を再開しました。

加えて、長寿化に伴い高齢の精神病患者が増加していることから、身体合併

症を有する精神病患者の受入れを積極的に行いました。

また、もの忘れ外来において、認知症の早期発見・早期治療に努めたほか、

地域における専門的な診断や相談等を行う認知症疾患医療センターの指定に向

けての取り組みを行いました。

さらに、運動器障害を有する高齢者に対しては、適切に傷病の治療を行うと

ともに早期に開始される急性期リハビリテーションや回復期リハビリテーショ

ンの充実を図り、高齢者の残存機能を引き出し、自立した生活への復帰を促し

ました。

また、転倒予防教室を開催し、ロコモティブシンドロームについての予防医
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学的な取り組みを行いました。

・総合診療科受診者数 ４９人（前年度１６人）

・加齢性眼疾患手術件数 ３５５件

・精神科身体合併症入院 ８７件（前年度６５件）

・もの忘れ外来受診者数 １６２人（前年度１９２人）

・運動器リハビリテーション １４，９４４件（前年度１３，６６３件）

・転倒予防教室開催数 ２クール（１クール４回）

・転倒予防教室参加者数 １０人

【特記事項】

秋田市エイジフレンドリーパートナーに登録し、高齢者にやさしい都市づく

りに参加しました。

取組内容

・正面玄関入口付近に、地下売店のサテライトショップを設置

・入院時に便利な「入院セット」の導入

・会計順番表示システムの導入

・転倒予防教室の開催

・市立病院＆あらや健康セミナーの開催

(8) 患者の視点に立った医療の実施

ア 患者や家族の権利の尊重

患者や家族に対して治療方針や治療経過などを丁寧にわかりやすく説明し、

納得の上で治療方法を選択できるよう、インフォームドコンセントの充実・

徹底を図りました。特に身体拘束については、その説明書・同意書の様式や

運用を見直して周知徹底を図るとともに、その実施状況について監査を行い、

より適正なインフォームドコンセントの実施に努めました。

また、医療を自由に選択する患者の権利を守るため、当院の患者が主治医

とは別の意見を求める場合には、必要な資料や画像等を貸出しするとともに、

他の医療機関の患者に対しては、セカンドオピニオン外来により適切に対応

しました。

・セカンドオピニオン

他院の患者が当院医師に意見を求めた場合 ６件（前年度７件）

当院の患者が他院医師に意見を求めた場合 １９件（前年度１９件）
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イ 患者サービスの向上

(ｱ）患者待ち時間の短縮

平成２６年度に引き続き予約枠の適正化を行うとともに病状が落ちつい

た患者の逆紹介を進めたほか、医師事務作業補助者の５人増員や採血の迅

速化による検査時間の短縮等の結果、待ち時間が大幅に減少しました。

・受付から診察開始までの平均待ち時間（予約なし）：５８分（前年度２

時間０７分）

・受付から診察開始までの平均待ち時間（予約あり）：１時間０７分（前

年度１時間４１分）

(ｲ）患者満足度調査の実施

患者満足度調査を実施し、医療機能・患者サービス向上委員会において

分析・検討を行い、各部門に周知して改善に繋げました。

なお、調査結果については院内掲示およびホームページへの掲載を行い

ました。

・入院患者満足度（満足＋やや満足） ９７．３％（前年度９５．２％）

・外来患者満足度（満足＋やや満足） ９３．８％（前年度９０．９％）

(ｳ）接遇に関する研修の実施

院外講師による全職員を対象とした接遇研修を１回、各部門から推薦さ

れた職員を対象とした接遇リーダー育成研修を３回実施しました。

(ｴ）院内環境の整備

計画的な整備と修理の実施と突発的な不具合への迅速な対応をしました。

また、新たに寄贈された絵画を展示したほか、花壇の整備など環境整備

を行いました。

(ｵ）病院ホームページの充実

随時情報を更新したほか、新たに当院の臨床指標や病院機能評価の審査

結果報告書を掲載するなど、様々な情報の提供に努めました。

・ホームページ年間アクセス数 ７１２，６０２件（前年度

６７１，１９３件） 一日平均 １，９４７件（前年度１，８３９件）

(ｶ）院内行事の実施

病院祭では、恒例の「いこいのコンサート」のほか、バザーや健康相談

などいろいろなイベントを企画し、多数の来場がありました。
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・平成２７年度病院祭 平成２７年１０月３１日（土）

参加者数 約３５０人

主なイベント

第１３回いこいのコンサート、なんでも健康相談コーナー、救急救命体

験コーナー、ちびっ子コーナー、バザーコーナー など

(9) 病院改築等に関する調査、検討

病院建設検討委員会を６回開催し、検討報告書を作成して市に提出しました。

(10) 病床機能の検討

地域における将来の医療需要を勘案し、急性期治療を経過した患者の在宅復

帰支援を効果的に行うため地域包括ケア病棟を試行的に開設しました。

２ 医療に関する調査および研究

がん登録室および診療情報室が中心となって、院内がん登録やＩＣＤ疾病登録

を行いました。

また、診断や治療など臨床に応用するための臨床研究については、倫理委員会

で、治験については、治験審査委員会でそれぞれ審査・承認を受けた上で実施し

ました。

なお、治験審査結果のホームページ公表に加え、倫理委員会審査結果について

もホームページでの公表を開始しました。

・院内がん登録 ９１９件（前年度８１４件）

・倫理委員会 １６件承認（前年度２０件承認）

・治験審査委員会 ２５件承認（前年度６１件承認）

３ 人材の確保と育成

(1) 医療職の人材の確保

ア 医師

医師の確保について大学医局への働きかけを継続して行ったほか、一定の

条件を満たす医師について正職員化しました。

・嘱託職員の正職員化 ２名（前年度３名）

【特記事項】

研修医について研修医向けの説明会や大学ＯＢの勧誘などを積極的に行っ

た結果、秋田市内の病院では唯一３年連続フルマッチとなりました。

・臨床研修医マッチング ８名募集８名マッチング（前年度８名募集８名マ
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ッチング）

イ 看護師

看護学校の病院実習を積極的に受け入れるとともにインターンシップや病

院見学会の開催により、多くの看護学生にＰＲを行いました。

また、積極的に就職説明会へ参加したほか、採用試験を複数回開催するな

ど看護師の確保に努めました。

・１８人募集１８人採用（前年度１８人募集１７人採用）

・看護実習受入 １１４人（前年度９１人）

・病院見学およびインターンシップ参加 ３３人（前年度２４人）

・就職説明会参加回数 ５回（前年度６回）

・採用試験実施回数 ２回（前年度３回）

ウ 医療技術者

臨床検査技師３名、診療放射線技師１名など、医療技術者を増員しました。

また、医師事務作業補助者を増員し、医師の負担軽減を図りました。

・医師事務作業補助者 ２４人（前年度１９人）＊３月１日時点

(2) 人材育成

職員研修規程に基づき、保険診療や医療安全、院内感染等の研修を実施した

ほか、専門知識の向上や新たな医療技術の習得のため、学会や研修会等へ積極

的に参加しました。

また、職務上必要な専門資格や認定資格の取得を支援したほか、奨学金制度

を利用して助産師資格を取得した者を職員として採用しました。

・資格取得支援

がん薬物療法認定薬剤師１名、認定看護師１名ほか

４ 地域医療への貢献

(1) 地域の医療機関等との連携強化

引き続き「地域医療連携の会」の開催や地域の医療機関訪問を実施したほか、

地域医療連携誌「らしん盤」について、これまでの年３回の発行に加え、「月

報らしん盤」を新たに発行し地域の医療機関との連携に努めました。

また、「あきたハートフルネット」を活用し、地域の医療機関へ転院する患

者の診療情報を共有してスムーズな転院に努めました。

また、市立病院の病床の一部を開放型病床として、地域の医療機関との共同
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利用を行いました。

・地域医療連携の会 ２回開催、２４５名参加（前年度２回開催、２０５名参

加）

・あきたハートフルネット利用件数 ４件

・地域医療支援病院紹介率 ３５．０％（前年度３２．４％）、逆紹介率

１０６．６％（前年度１０５．６％）

＊紹介率：初診紹介患者数／（初診患者数－初診救急搬送患者数－初診時間外

患者数）

逆紹介率：逆紹介患者数／（初診患者数－初診救急搬送患者数－初診時間外

患者数）

(2) 教育研修の推進

ア 研修医の育成

臨床研修指定病院として、初期臨床研修医８人を受入れしたほか、他院か

らの医学研修の受入れも行いました。

イ 実習生の受入れ

将来の医療従事者を目指す県内外の実習生の受入れを行いました。

・医学生 １５５人（前年度１５１人）

・看護学生 １１４人（前年度９１人）

・その他実習生 ２１人（前年度４９人）

・救急隊等 １１人（前年度１９人）

ウ 専門医等の育成

各種学会が認定する専門医の研修施設として専門医の育成に努めるととも

に、新専門医制度における内科専門医の基幹研修施設として認定されるよう

日本内科学会へ申請しました。

・専門医等の研修施設認定 ３６件（前年度３６件）

(3) 市民への保健医療情報の提供・発信

院内教室や健康講座の開催に加え、保健所と連携し広報あきたへの「健康ラ

イフ太鼓判」の連載により、医療や健康に関する情報の発信および普及啓発に

努めました。また、地域や公的機関が主催する健康教室等に職員を派遣しまし

た。

・院内教室開催 ４４回（前年度４６回）
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・出前講座・健康カフェ等実施回数 ２３回（前年度４回）

・講師派遣回数 ４１回（前年度３３回）

・健康ライフ太鼓判掲載回数 ６回（前年度２回）

【特記事項】

市の関係機関等と連携し、「タニタ健康カフェ」と「あらや健康セミナー」

を新たに立ち上げ、医療や健康に関する情報の発信と普及啓発に努めました。

５ 災害時の体制強化

ＤＭＡＴを２チーム体制とし、技能維持訓練や参集訓練に参加しました。

また、秋田県総合防災訓練への参加、３日分以上の災害備蓄品の確保につい

て、引き続き行いました。

・ＤＭＡＴ出動 ０件（前年度出動待機 １件）

第２ 業務運営の改善および効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 経営企画・分析力の向上

経営企画部を設置し、情報部門を一元化しました。

また、平成２７年度においても、事務職員について、医療事務や情報システム

分野に精通した人材を採用しました。

・事務系職務経験者採用 ６名（前年度５名）

２ 外部評価

病院機能評価の認定更新に向け、受審のための専門部会での検討結果を踏まえ

て、各部門で医療の質と患者サービスについて改善を行いました。

【特記事項】

病院機能評価を受審の結果、「一般病院２」について認定が更新されたほか、

今回が初めての受審となる副機能の「精神科病院」も認定となりました。

３ 効率的な診療体制の構築

平成２７年３月から導入した電子カルテに、新たに導入した眼科、手術および

人工透析の部門システムを接続し、患者情報の共有化等の拡大を図りました。

また、クリティカルパスの電子カルテへの移行については、使用頻度の高いも

のから順次適用を開始し、医療の標準化を図りました。

・クリティカルパス使用率（患者数）１５．１％ ＊平成２７年度第４四半期

４ 経費の節減

提案方式による業者選定を行いＳＰＤを預託型に切り替えて在庫の圧縮に努め
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るとともに、可能な限り後発医薬品へ切り替えて経費の節減を図りました。

・医業収益に対する診療材料費割合（税抜き） ９．４％（前年度９．７％）

・医業収益に対する薬品費割合（税抜き） １３．２％（前年度１１．８％）

・後発医薬品使用率（数量ベース） ７２．７％（前年度６３．１％）

５ 収入の確保

(1) 診療報酬請求事務の体制強化

診療報酬請求に関する専門知識を持つ職員を採用し、診療報酬請求事務の強

化を図りました。

また、診療報酬請求業務委託会社との診療報酬ワーキングや院内での診療報

酬査定返戻報告会を立ち上げ、査定・返戻レセプトの削減についての具体的な

対策を行いました。

・医事課配属職務経験者 ３名（前年度３名）

【特記事項】

ＤＰＣ制度について職員の理解を深めるため、専門知識を持つ職員を講師に、

ＤＰＣ研修会を月１回開催したほか、平成２８年度診療報酬改定に対して、早

期の情報収集を行い、院内説明会を４回開催しました。

(2) 未収金対策の強化

入院時の概算費用の提示や高額療養費制度等について説明を徹底したほか、

クレジットカード決済を継続し、未収金の発生防止に努めました。

未収金が発生した患者に対しては、関係部門で連携し、積極的に分割払いな

どの納入相談を実施したほか、未納者に対してはその段階に応じて督促等を行

いました。

また、督促等に応じない回収困難な過年度の債権回収業務を弁護士事務所に

委託し、未収金の回収に努めました。

・個人分徴収率（現年度分） ９８．９％（前年度９７．８％）

（注）次年度５月末日時点

(3) ７：１入院基本料の堅持

７：１入院基本料の要件は、十分に満たしており、収入の確保は図られてい

るものの、平成２８年度診療報酬改定に伴い７：１入院基本料に対する重症度、

医療・看護必要度が厳格化することから、今後の更なる厳格化に備え、急性期

治療を経過した患者に対して在宅復帰支援を行う地域包括ケア病棟を試行的に
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開設し、他の一般病棟の７：１入院基本料の維持を図るための取り組みを行い

ました。

(4) 医業外収入の確保

病院資産の有効活用のため、清涼飲料水の自動販売機の設置業者を入札で選

定した結果、建物貸付収入が増加しました。

また、院内地下売店のサテライトショップを正面玄関入口付近に開設させ、

新たな貸付料を得ることができました。

・建物貸付収入（売店・自販機） ２６，３８０千円（前年度１０，３８０千

円）
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第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画および資金計画

１ 予算（平成２７年度）

（単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差額

収入

営業収益 10,558 10,786 228

医業収益 9,460 9,662 202

運営費負担金等 1,056 1,056 0

補助金等 42 68 26

営業外収入 105 114 9

運営費負担金等 14 14 0

補助金等 0 0 0

その他収入 91 100 9

資本収入 749 700 △49

運営費負担金等 221 221 0

長期借入金 526 477 △49

その他 2 2 0

計 11,412 11,600 188

支出

営業費用 9,800 9,590 △210

医業費用 9,513 9,339 △174

給与費 5,551 5,542 △9

材料費 2,168 2,262 94

経費 1,740 1,502 △238

研究研修費 54 33 △21

一般管理費 287 251 △36

営業外費用 176 346 170

資本支出 954 918 △36

建設改良費 610 574 △36

償還金 344 344 0

計 10,930 10,854 △76
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２ 収支計画（平成２７年度）

（単位：百万円）

区 分 金 額 決算額 差額

収益の部 11,120 11,288 168

営業収益 11,033 11,163 130

医業収益 9,569 9,643 74

運営費負担金等収益 1,056 1,056 0

補助金等 408 464 56

営業外収益 87 107 20

運営費負担金等収益 13 14 1

補助金等収益 13 15 2

その他営業外収益 61 78 17

臨時収益 0 18 18

費用の部 10,764 10,865 101

営業費用 10,581 10,471 △110

医業費用 10,299 10,219 △80

給与費 5,764 5,751 △13

材料費 2,092 2,189 97

経費 1,625 1,401 △224

減価償却費 766 847 81

研究研修費 52 31 △21

一般管理費 282 252 △30

営業外費用 176 346 170

臨時損失 7 48 41

純利益 356 423 67
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３ 資金計画（平成２７年度）

（単位：百万円）

区 分 金 額 決算額 差額

資金収入 14,651 13,413 △1,238

業務活動による収入 10,663 10,798 135

診療業務による収入 9,460 9,551 91

運営費負担金等による収入 1,070 1,070 0

その他の業務活動による収入 133 177 44

投資活動による収入 223 223 0

運営費負担金による収入 221 221 0

その他の投資活動による収入 2 2 0

財務活動による収入 526 477 △49

長期借入による収入 526 477 △49

秋田市からの繰越金 3,239 1,915 △1,324

資金支出 10,930 11,776 846

業務活動による支出 9,976 10,230 254

給与費支出 5,758 5,624 △134

材料費支出 2,168 2,177 9

その他の業務活動による支出 2,050 2,429 379

投資活動による支出 610 1,191 581

有形固定資産の取得による支出 610 591 △19

有価証券等の取得による支出 0 600 600

財務活動による支出 344 355 11

長期借入金の返済による支出 0 0 0

移行前地方債償還債務の償還等 344 355 11

による支出

次期年度計画への繰越金 3,721 1,637 △2,084
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第４ 短期借入金の限度額

平成２７年度は年度計画で想定された短期借入金を要する資金不足の状況は発生

せず、事業資金は建設改良費に使用した長期借入金等を除き自己資金で賄いました。

第５ 出資等に係る不要財産等の処分に関する計画

なし

第６ その他の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

なし

第７ 剰余金の使途

平成２７年度において生じた剰余金423,299,271円は、将来の施設整備に備える

ための預金等に充てました。

第８ その他業務運営に関する重要事項

１ 法令・行動規範の遵守

医療法をはじめとする各種関係法令を遵守のうえ、倫理的な問題を含むと思わ

れる医療行為については、倫理委員会又は治験審査委員会において検討し承認を

受けた上で実施しました。

また、患者の個人情報の保護および患者や家族からの情報開示請求については、

秋田市個人情報保護条例に基づき適切に対応しました。また、職員の倫理と行動

規範の確立のため、弁護士によるコンプライアンス研修を実施しました。

・倫理委員会 １６件承認（前年度２０件承認）

・治験審査委員会 ２５件承認（前年度６１件承認）

・情報開示

個人情報開示 ８件（前年度２件）

情報公開 ０件（前年度０件）

２ 新たな人事制度の構築と就労環境の整備

(1) 新たな人事制度の構築

新たな人事制度構築のため、他の地方独立行政法人病院の制度導入状況およ

び秋田市の制度運用状況について情報収集に努めました。

また、事務職員および医療技術職員について、自己評価と所属長面接による

人事評価を実施しました。

(2) 就労環境の整備

ア 短時間勤務正職員や夜勤専門看護師の制度について検討するとともに、看
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護師の多様な勤務シフトについて試行します。

看護業務が集中する時間帯に看護師を多く配置し、患者ケアの充実と時間

外勤務の縮減によるワークライフバランスの推進を図るため、早出・遅出勤

務を一部の病棟において試行的に実施しました。

また、福利厚生制度については、新規職員への採用時研修での説明、職員

専用サイトでの周知を引き続き実施しました。

イ 院内保育園を開設し、職員の育児支援を行いました。

・院内保育園「こどもの国」

定員 ２０名

開設日 年中無休

保育時間 ７：００～１８：００（延長保育２１：００）、週３日２４時

間保育実施

平成２７年度利用者 １６名（０歳児７名、１歳児９名）＊年度末現在

（前年度１３名）

ウ 職員の健康保持のため、産業医等によるメンタルヘルスを含む健康相談体

制を継続するほか、衛生委員会を毎月開催します。

衛生委員会において、法で実施が義務づけられたストレスチェック制度の

実施方法について検討を行いました。

また、職員のメンタルヘルス相談体制について、職員専用サイトでの周知

を引き続き実施しました。

３ 移行前の退職給付引当金に関する事項

移行前の退職給付引当金として２１６百万円を計上しました。

第９ その他市の規則で定める業務運営に関する事項

１ 施設および設備に関する計画（平成２７年度）

（単位：百万円）

施設および設備の内容 決定額 財源

病院施設および医療機器等 秋田市からの
４７７

整備 長期借入金等




